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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年12月期第２四半期  21,847  5.9  1,215  105.2  1,411  110.9  772  159.6

21年12月期第２四半期  20,625  －  592  －  669  －  297  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

22年12月期第２四半期  27  77        －

21年12月期第２四半期  10  78  10  75

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年12月期第２四半期  61,315  50,498  82.0  1,812  59

21年12月期  60,283  50,307  81.4  1,802  09

（参考）自己資本 22年12月期第２四半期 50,268百万円 21年12月期 49,099百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

21年12月期  －        6 25 －      6 25  12  50

22年12月期  －        6 25

22年12月期（予想） －      6 25  12  50

（注）当四半期における配当予想の修正有無 ： 無  

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  36,700  4.1  500  －  850  －  320  －  11  54

（注）当四半期における業績予想の修正有無 ： 無  



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．3「その他」をご覧ください。） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外でありますが、この四半

期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．上記の連結業績予想は本資料の発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、[添付資料] 3ページ

「（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

２．平成22年２月１日付で、エヌエス環境株式会社を完全子会社とする株式交換を行っています。   

  

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 : 無  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 : 有  

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有  

② ①以外の変更        ： 有

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期２Ｑ 32,082,573株 21年12月期 32,082,573株

②  期末自己株式数 22年12月期２Ｑ 4,349,849株 21年12月期 4,836,908株

③  期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期２Ｑ 27,819,532株 21年12月期２Ｑ 27,606,950株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間における国内経済は、企業収益が回復基調にあるものの、厳しい雇用環境や個人消費の

低迷、また、海外景気の下振れ懸念やデフレの影響など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移していま

す。 

当社グループを取り巻く環境は、民間建設投資は回復傾向にありますが、財政赤字を背景にして公共建設投資が削

減され、建設投資全体は低調に推移し調査事業には厳しい状況が継続しています。また、世界的には資源・エネルギ

ー分野の探鉱活動が活発化するなど、海外における計測機器事業の事業環境が改善されつつあります。 

このような中、当社グループの第２四半期連結累計期間の受注高は158億円４千４百万円（前年同期比100.0％）と

なりました。売上高は、前期受注残業務を確実に完成した結果、218億４千７百万円（同105.9％）と増収になりまし

た。 

損益面では、増収に加えて販売管理費の削減に努めた結果、営業利益12億１千５百万円（同205.2％）、経常利益

14億１千１百万円（同210.9％）、四半期純利益７億７千２百万円（同259.6％）と増益になりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

  

①調査事業 

当事業は、公共事業市場を中心に活動しています。 

国内の公共事業の発注環境は、民間建設投資が回復傾向にありますが、公共建設投資が削減され厳しい状況が継続

しています。 

この結果、調査事業全体では、第２四半期までの発注環境の悪化が影響し、当第２四半期連結累計期間の受注高が

111億４千３百万円（前年同期比89.2％）と前年同期を大きく下回る結果となりました。ただし、前期受注残業務を確

実に完成した結果、売上高が177億７千万円（同106.9％）、営業利益が９億５千５百万円（同169.8％）と増収増益に

なりました。 

  

②計測機器事業 

当事業は、地震計・物理探査装置・地下レーダー装置・調査機器・モニタリング装置等が主な製品です。 

当第２四半期連結累計期間は、世界経済が回復傾向にあり、資源・エネルギー分野の製品が堅調に推移したことか

ら、受注高が47億１百万円（前年同期比140.3％）、売上高が40億７千６百万円（同101.8％）となり、営業利益が２

億４千万円（同2,580.4％）と増収増益になりました。 

  

(注)季節的変動について 

当社グループは、売上高の多くを占める調査事業を中心とした国内事業において、官公庁を中心とした公共機関と

の取引率が高いことから１～３月の年度末完成業務が多く、利益も売上高の多い上半期（第２四半期連結累計期間）

に偏る傾向があります。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ10億３千１百万円増加し、613億１千５百万円

となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末と比べて15億８千５百万円増加し、349億４千８百万円となりました。これは、主

として当社の調査業務において、受注残高減少により未成業務支出金が28億７千１百万円減少しましたが、３月年度

末に完成高増加により現金及び預金が41億１千３百万円増加したことによるものです。 

固定資産は、前連結会計年度末と比べて５億５千３百万円減少し、263億６千６百万円となりました。これは、長

期預金の払い戻しなどにより、投資その他の資産が５億２千８百万円減少したことによるものです。 

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ８億４千万円増加し、108億１千６百万円と

なりました。これは、主に退職給付引当金の減少により固定負債が２億１百万円減少しましたが、流動負債が短期借

入金の増加により10億４千１百万円増加したことによるものです。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億９千１百万円増加し、504億９千８百

万円となりました。これは、連結子会社であるエヌエス環境㈱の株式交換による完全子会社化により、前連結会計年

度末に比べ自己株式が６億９千１百万円減少、少数株主持分が９億７千７百万円減少したこと、また四半期純利益を

７億７千２百万円計上したこと、及び為替換算調整勘定が前連結会計年度末に比べ２億９百万円増加したことによる

ものです。 

この結果、自己資本比率は82.0％、１株当りの純資産額は、1,812円59銭となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ42億９千万円増加（前年同期

比119.1％）し、196億２千３百万円（同89.8％）となりました。 

  当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、36億６千４百万円の収入（前年同期比105.3％）となりました。その主な要

因は、たな卸資産の減少額26億５千３百万円、税金等調整前四半期純利益10億５百万円です。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、２億１千９百万円の収入（前年同期は１千１百万円の支出）となりまし

た。その主な要因は、定期預金の払戻による収入７億９千１百万円、固定資産の取得による支出３億４千２百万円で

す。 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、３億４千３百万円の収入（前年同期比117.5％）となりました。その主な要

因は、短期借入れによる収入10億１千万円、自己株式の取得による支出３億１千４百万円、配当金の支払額１億７千

万円です。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間の業績は、前年同期と比較して増収増益で推移しておりますが、期初の業績予想の範囲

内で推移しており、現時点で平成22年２月12日公表の平成22年12月期通期業績予想について変更はありません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１. 簡便な会計処理 

   固定資産の減価償却費の算定方法 

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 

   

２. 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

   税金費用の計算 

  一部の連結子会社においては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法により

計算しております。 

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①収益及び費用の計上基準の変更 

  調査業務に係る収益の計上基準については、従来、受注金額１億円以上かつ工期１年以上の調査業務につ

いては進行基準を、その他の調査業務については調査業務完了基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半

期連結会計期間に着手した業務契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる業務については進行基準（業務の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の業務について

は完了基準を適用しております。   

  これによる損益に与える影響はありません。 

  

②企業結合に関する会計基準等の適用 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業

会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12

月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）が平

成21年４月１日以後開始する連結会計年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等から適用するこ

２．その他の情報
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とができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用しております。

  

③「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）が

平成21年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第２四半期連

結累計期間では、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,055 12,941

受取手形及び売掛金 1,440 1,391

完成業務未収入金 6,184 6,002

有価証券 3,730 3,672

未成業務支出金 3,347 6,218

商品及び製品 642 595

仕掛品 727 605

原材料及び貯蔵品 1,286 1,182

その他 578 784

貸倒引当金 △42 △31

流動資産合計 34,948 33,363

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,780 5,917

土地 7,077 7,080

その他（純額） 1,196 1,006

有形固定資産合計 ※1  14,055 ※1  14,003

無形固定資産 660 737

投資その他の資産   

投資有価証券 8,653 8,639

その他 ※2  3,698 ※2  3,554

貸倒引当金 △701 △14

投資その他の資産合計 11,650 12,179

固定資産合計 26,366 26,920

資産合計 61,315 60,283

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 532 329

業務未払金 1,328 1,807

短期借入金 1,155 255

未払法人税等 251 185

賞与引当金 293 206

受注損失引当金 － 51

その他 3,000 2,684

流動負債合計 6,562 5,520

固定負債   

長期借入金 133 183

退職給付引当金 2,332 2,447
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

その他 1,788 1,824

固定負債合計 4,254 4,456

負債合計 10,816 9,976

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,174 16,174

資本剰余金 16,523 16,523

利益剰余金 27,956 27,741

自己株式 △4,622 △5,313

株主資本合計 56,031 55,125

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △147 △202

土地再評価差額金 △2,672 △2,670

為替換算調整勘定 △2,944 △3,153

評価・換算差額等合計 △5,763 △6,026

少数株主持分 230 1,207

純資産合計 50,498 50,307

負債純資産合計 61,315 60,283
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 ※1  20,625 ※1  21,847

売上原価 14,724 15,792

売上総利益 5,901 6,055

販売費及び一般管理費 ※2  5,308 ※2  4,839

営業利益 592 1,215

営業外収益   

受取利息 79 46

受取配当金 29 30

持分法による投資利益 89 102

その他 80 139

営業外収益合計 278 318

営業外費用   

支払利息 5 7

為替差損 126 17

投資事業組合運用損 55 72

その他 13 26

営業外費用合計 201 123

経常利益 669 1,411

特別利益   

固定資産売却益 0 －

負ののれん発生益 － 296

貸倒引当金戻入額 13 －

その他 1 0

特別利益合計 14 296

特別損失   

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 5 7

投資有価証券評価損 27 －

たな卸資産評価損 37 －

貸倒引当金繰入額 － 669

事業整理損 77 －

その他 5 25

特別損失合計 153 702

税金等調整前四半期純利益 529 1,005

法人税等 ※3  165 ※3  242

少数株主損益調整前四半期純利益 － 762

少数株主利益又は少数株主損失（△） 67 △9

四半期純利益 297 772
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 529 1,005

減価償却費 418 443

負ののれん発生益 － △296

持分法による投資損益（△は益） △89 △102

賞与引当金の増減額（△は減少） △47 83

受取利息及び受取配当金 △109 △77

売上債権の増減額（△は増加） 1,427 △853

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,852 2,653

仕入債務の増減額（△は減少） △482 △285

その他 125 1,125

小計 3,626 3,696

利息及び配当金の受取額 109 77

利息の支払額 △5 △7

事業整理による支出 △26 △1

法人税等の支払額 △223 △179

法人税等の還付額 － 79

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,478 3,664

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △100

定期預金の払戻による収入 492 791

有価証券の取得による支出 △804 △101

投資有価証券の取得による支出 △203 △104

有価証券の売却による収入 859 25

投資有価証券の売却による収入 316 8

関係会社株式の取得による支出 △165 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △502 △342

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 5

その他 △4 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △11 219

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 910 1,010

短期借入金の返済による支出 △210 △110

長期借入金の返済による支出 △5 △50

自己株式の取得による支出 △224 △314

配当金の支払額 △173 △170

少数株主への配当金の支払額 △10 △4

その他 5 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー 292 343

現金及び現金同等物に係る換算差額 △157 63

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,602 4,290

現金及び現金同等物の期首残高 18,248 15,332

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  21,850 ※  19,623
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該当事項はありません。 

  

〔事業の種類別セグメント情報〕   

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、事業の内容、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
調査事業
（百万円） 

計測機器事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
 （百万円） 

売上高                              

(1)外部顧客に対する売上高  16,621  4,004  20,625  －  20,625

(2)セグメント間の内部売上高  －  357  357 (357)  －

計  16,621  4,362  20,983 (357)  20,625

営業利益  562  9  571  20  592

  
調査事業
（百万円） 

計測機器事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
 （百万円） 

売上高                              

(1)外部顧客に対する売上高  17,770  4,076  21,847  －  21,847

(2)セグメント間の内部売上高  －  397  397 (397)  －

計  17,770  4,474  22,245 (397)  21,847

営業利益  955  240  1,195  20  1,215

事業区分 主要製品

調査事業 地質調査、設計、工事、環境調査、環境アセスメント、リスク分析事業等 

計測機器事業 
地質調査用計測機器、資源探査用計測機器、海上音波探査装置、地下レーダー、 

地震観測用計測機器、セキュリティー機器等 

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計（百万円） 
消去又は全
社(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1)外部顧客に対する売上高  17,060  2,637  928  20,625  －  20,625

(2)セグメント間の内部売上高  7  59  7  74 (74)  －

計  17,068  2,696  935  20,700 (74)  20,625

   営業利益又は損失（△）  566  △33  47  580  11  592
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当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米…………………米国、カナダ 

(2) その他の地域………北米を除くその他の地域 

  

  

〔海外売上高〕 

  

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米…………………米国、カナダ 

(2) その他の地域………北米を除くその他の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

  

該当事項はありません。  

  

  

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計（百万円） 
消去又は全
社(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1)外部顧客に対する売上高  19,175  2,283  388  21,847  －  21,847

(2)セグメント間の内部売上高  3  137  18  159 (159)  －

計  19,178  2,421  406  22,007 (159)  21,847

   営業利益又は損失（△）  1,229  72  △78  1,223 (7)  1,215

    北米 その他の地域 計

前第２四半期連結累計期間 

（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  997  2,742  3,739

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  20,625

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 4.8  13.3  18.1

    北米 その他の地域 計

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年１月１日 

至 平成22年６月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,055  1,791  2,847

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  21,847

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 4.8  8.2  13.0

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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